様式第２号【中小企業育成資金（一般）】

従業員の賃上げに係る申請書

１　所在地・商号・名称および代表者氏名



２　賃上げ率
　　　　　　　　　　　　×　100　　　　　　　　 増加率　　　　　　　％　≧　２．０％


３　賃金の平均支払額の確認

Ａ　直近決算（または直近試算）における平均賃金額

　　　　　　　支払賃金額　　　　　　　合計従業員数　　　　　　　平均賃金額
　　　　　　　　　　　　　　円　　÷　　　　　　　人　　＝　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　

Ｂ　Ａの１つ前の決算における平均賃金額

　　　　　　　支払賃金額　　　　　　　合計従業員数　　　　　　　平均賃金額
　　　　　　　　　　　　　　円　　÷　　　　　　　人　　＝　　　　　　　　　　円

　　　記載内容に相違ございません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　称号・名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

注）・賃金額には代表者およびその家族ならびに役員への支払額は含みません。
・従業員数には代表者およびその家族ならびに役員は含みません。パート・アルバイトは含みます。
　 ・賃上げ率算出にあたり、決算書類（確定申告書類）等にて確認が不足する場合は、任意様式にて補足する資料を提出下さい。

添付書類
＊法人…勘定科目内訳明細書⑭、法人事業概況説明書、試算表にて算出の場合は試算表
＊個人事業主…所得税青色申告決算書または収支内訳書内、試算表にて算出の場合は試算表
＊その他確認資料（算出根拠となる資料）
（別紙）
●様式第２号【中小企業育成資金（一般）】記載の留意点

１　賃金額および従業員数の確認
　　賃金額および従業員数には代表者およびその家族ならびに役員は含みません。パート・アルバイトは含みます。（法定福利費・厚生費等は含みません。）
　　法人：勘定科目内訳明細書⑭(人件費の内訳「従業員」の「給料手当」および「賃金手当」の欄)および法人事業概況説明書（「期末従業員の状況」欄、「月別の売上高等の状況」の「従業員数」欄）を確認のうえ記載してください。
個人事業主：所得税青色申告決算書または収支内訳書（白色申告）の「給料賃金の内訳」欄を確
　　　　　　認のうえ記載してください。

２　試算表にて算出する場合
　　算出期間は連続する直近３ケ月以上とします。
　　支払賃金額、従業員数等に関しましては任意の様式（＊１）で作成して下さい。
　　任意の様式を作成した場合でも、根拠となる試算表も提出してください。

３　小数点以下の取扱いについて
　　小数点以下は切り捨てにて記載してください。

４　その他
　　根拠資料（決算書、試算表等）にて確認が不足する場合は、任意の様式で作成し提出して下さい。

（＊１）任意様式の例
　令和８年４月～令和８年７月　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、人）
	
	支払賃金額
	うち
代表者家族分
	従業員数
（役員・代表者家族除く）

	４月
	1,500,000
	500,000
	４

	５月
	1,800,000
	550,000
	５

	６月
	1,500,000
	500,000
	４

	７月
	1,600,000
	500,000
	４

	合計
	6,400,000
	2,050,000
	１７


　　上記記載内容に相違ございません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　〇〇〇〇株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　代表取締役　△△　□□
様式第２号への記載例
　支払賃金額　　　　　　　合計従業員数　　　　　　　　　平均賃金額
　　４，３５０,０００円　　÷　　　１７　人　　＝　　　　　２５５，８８２円

